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燃料費等の物価高騰に伴う福祉施設等への 2022 年度冬季暖房費支援に関する要望書 

 

要望事項 

 燃料費等の急激な物価高騰が福祉事業所の運営に影響を与えていることから、地域社会に必要不可欠

な福祉事業所の継続性を確保し、必要な人が安心して福祉サービスを受けられよう、2022年度冬季暖

房用燃料費等への支援を要望します。 

 

理由 

 2022年に入ってからの物価高騰は、福祉事業所運営にも深刻な影響を与えています。2022年４月分

消費者物価指数は、前年同月比で、特にエネルギーは電気 21.0％・都市ガス 23.7％・灯油 26.1%・ガ

ソリン 15.7%と軒並み物価高になっていました。物価高騰は続いており、9月分の物価指数は、前年同

月比でエネルギーは電気 21.5％・都市ガス 26.4％・灯油 18.0％・ガソリン 7.0％となっています。 

 私たちは、福祉事業所への影響を調査するために、「燃料・原材料費等の物価高騰による影響に関す

る 2022年度緊急アンケート調査」を実施しました。14法人・団体(社会福祉法人・NPO・協同組合・

公益財団・企業組合)、53拠点の 2021年 4月比 2022年４月支出額の増減をまとめ、2022年 8月 4日

付で、仙台市長宛て「燃料・原材料費等の物価高騰に伴う社会福祉事業所への緊急支援に関する要望書」

に添付し、説明・懇談を行ってまいりました。長引く物価高騰への支援要望は、全国の福祉事業者団体

から国に寄せられ、「新型コロナウイルス感染症地方臨時交付金―コロナ禍における原油・物価高騰対

応分」からの助成事業が自治体毎に実施されてきました。仙台市は、いち早く「福祉施設に対する食材

料費助成」事業に着手しました。 

政府は 2022年 10月物価高騰に対応した総合経済対策を決定し、このなかにおいて、電気・都市ガス・

ガソリン・灯油代への負担軽減支援も含まれていると報道されています。福祉事業所において、エネル

ギーは事業運営上不可欠なものであり、もともと削減しにくい費目です。この物価高騰の経営に与える

影響は大変大きなものとなっています。福祉事業所の現場では、コロナウイルス感染症第七波の大波を

乗り越えても続くコロナ禍への対応、省エネ設備への投資、可能な限りの節約をみんなで取り組んでい

ます。しかし、福祉事業所にとってはこの物価高騰分を補填できる財源を探すのは難しく、多くの法人・

団体の実情から行政の適切な支援の必要性が求められています。 

 北国の冬に暖房用燃料は不可欠です。仙台市が 2022年 1月 26日に発出した「高齢者福祉施設等に対

する冬季暖房用燃料費等の助成事業の実施について」は、大変多くの事業者からの交付申請があったと

のことです。福祉事業所運営の実情をご理解いただき、特に 2022年度冬季暖房用燃料費等への支援を

お願い申し上げる次第です。また、助成先として、医療系みなし通所リハビリテーション事業所も介護

保険サービスの実態に即した支援を認めていただくよう要望します。 

以上 
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燃料費等の物価高騰に伴う福祉施設等への 2022 年度冬季暖房費支援に関する要望書 

 

要望事項 

 燃料費等の急激な物価高騰が福祉事業所の運営に影響を与えていることから、地域社会に必要不可欠

な福祉事業所の継続性を確保し、必要な人が安心して福祉サービスを受けられよう、2022年度冬季暖

房用燃料費等への支援を要望します。 

 

理由 

 2022年に入ってからの物価高騰は、福祉事業所運営にも深刻な影響を与えています。2022年４月分

消費者物価指数は、前年同月比で、特にエネルギーは電気 21.0％・都市ガス 23.7％・灯油 26.1%・ガ

ソリン 15.7%と軒並み物価高になっていました。物価高騰は続いており、9月分の物価指数は、前年同

月比でエネルギーは電気 21.5％・都市ガス 26.4％・灯油 18.0％・ガソリン 7.0％となっています。 

 私たちは、福祉事業所への影響を調査するために、「燃料・原材料費等の物価高騰による影響に関す

る 2022年度緊急アンケート調査」を実施しました。14法人・団体(社会福祉法人・NPO・協同組合・

公益財団・企業組合)、53拠点の 2021年 4月比 2022年４月支出額の増減をまとめ、2022年 8月 4日

付で、仙台市長宛て「燃料・原材料費等の物価高騰に伴う社会福祉事業所への緊急支援に関する要望書」

に添付し、説明・懇談を行ってまいりました。長引く物価高騰への支援要望は、全国の福祉事業者団体

から国に寄せられ、「新型コロナウイルス感染症地方臨時交付金―コロナ禍における原油・物価高騰対

応分」からの助成事業が自治体毎に実施されてきました。仙台市は、いち早く「福祉施設に対する食材

料費助成」事業に着手しました。 

政府は 2022年 10月物価高騰に対応した総合経済対策を決定し、このなかにおいて、電気・都市ガス・

ガソリン・灯油代への負担軽減支援も含まれていると報道されています。福祉事業所において、エネル

ギーは事業運営上不可欠なものであり、もともと削減しにくい費目です。この物価高騰の経営に与える

影響は大変大きなものとなっています。福祉事業所の現場では、コロナウイルス感染症第七波の大波を

乗り越えても続くコロナ禍への対応、省エネ設備への投資、可能な限りの節約をみんなで取り組んでい

ます。しかし、福祉事業所にとってはこの物価高騰分を補填できる財源を探すのは難しく、多くの法人・

団体の実情から行政の適切な支援の必要性が求められています。 

 北国の冬に暖房用燃料は不可欠です。仙台市が 2022年 1月 26日に発出した「高齢者福祉施設等に対

する冬季暖房用燃料費等の助成事業の実施について」は、大変多くの事業者からの交付申請があったと

のことです。福祉事業所運営の実情をご理解いただき、特に 2022年度冬季暖房用燃料費等への支援を

お願い申し上げる次第です。また、助成先として、医療系みなし通所リハビリテーション事業所も介護

保険サービスの実態に即した支援を認めていただくよう要望します。 

 なお、参考に上記「燃料・原材料費等の物価高騰による影響に関する 2022年度緊急アンケート調査

結果」(2022年 8月 2日)を添付します。ご理解いただきますようよろしくお願い申し上げます。 



以上 


